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ある。そして，企業グループ全体としての経営戦略は，各セグメントにブレー
クダウンされるので，各セグメントヘの分割配分の決定と，各セグメント間
の調和に重点が置かれる。企業グループ全体の観点から，各セグメント間の
経営戦略をできる限り同一ベクトルヘ整合させることが肝要である。
　企業グループ全体の経営戦略に従って，各セグメントは各自の固有の経営
戦略を策定する。各セグメント別の経営環境，特に競争会社の動向を考慮し，
各セグメント分野別の経営戦略を策定する15〉。各セグメント別経営戦略は，
企業グループ全体の経営戦略によってある程度は制約される以外はかなり自
由に策定できる。
　各セグメント別の経営戦略が策定されたら，全体としての調整，各セグメ
ント問の相互調整が行われる。問題がある場合には，各セグメントに見直し
を求め，完全な形で合意が得られるまで戦略調整がスパイラルに繰り返され
る16）。そして，合意された形での経営戦略が最終的に各セグメントに指示さ
れる。このように，企業全体の経営戦略とセグメント別の経営戦略との問に
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は，基本的なフレームワークを根底から変えるような本質的な差異はないで
あろう。
　各セグメント別戦略が確定すると，各セグメントを構成している各部門
（事業部），各子会社等に更にブレークダウンされる。これは，各セグメン
ト別の経営戦略の分割と同様のプロセスで行われる。
3　セグメント別計画
　セグメント別戦略に基づいてセグメント別計画が策定される。企業グルー
プ全体の計画と各セグメント別の計画との関連性，編成プロセスは，セグメ
ント別戦略と同様の方法で考えられるので，図表8を参照すればある程度は
理解できるであろう。
　セグメント別計画は，セグメント別戦略よりもより具体的で，体系的な計
量化を試みる必要性がある。そこで，セグメント別計画の中心をなすもので
ある，セグメント別損益計画，セグメント別資金計画，セグメント別貸借対
照表計画を作成することになる。
　セグメント別損益計画を作成するための，損益計算の算定様式について簡
潔に検討してみよう。管理会計の著書，論文等によって，今まで各種の様式
が提案されているが17），基本的な様式に整理してみたい。．
　経営管理目的に役立つセグメント別損益情報を作成するためには，どのよ
うに費用を区分するかに大きく影響される。費用をより詳細に明確に区分で
きれば，それぞれに対応する各種利益概念が算定可能となる。特に，変動費
・固定費，管理可能費・管理不能費の区分ができるかどうかが重要である。
管理可能費とは，当該セグメント（管理者）によって短期的に発生額を直接
管理できるもの（重大な影響力をもつもの〉を一般的に意味している。
　図表9，10のように，売上高から変動費（変動売上原価と変動販売費）を
控除して，限界利益（marginal　profit）を算定する。限界利益は，各セグメ
ントの現場担当者等の第一義的な業績を評価でき，最も基本的な採算を検討
できる。
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　　　　　　　　　　図表9　費用区分と各種利益概念
　　　　　　　費用区分　　　　　　　　　　　　　売上高　利益概念
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　←貢献利益
　　　　　　　　　　共通費
　　　　　　　　　　本社費
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　←一全体利益
　　　　　　　　　図表10　セグメント別営業損益計算書
　　　　　　　　　Aセグメント　Bセグメント　Cセグメント　計　消去
売上高
　外部売上高　　　　　　　X　X　　　　　X　X　　　　　X　X　　X　X
　セグメント問売上高　　　X　X　　　　　X　X　　　　　X　X　　X　X　X　X
　　　　　　　　　　　X　X　　　　　　　　　X　X
連結
X　X
X　X
計
変動費
　変動売上原価
　変動販売費
　　　計
　限界利益
管理可能費
　管理．可能利益
管理不能費
　貢献利益
共通費
本社費
　営業利益
X　X
X　X
XX　　XX　XX　XX
? X　X　　　X　X　　　X　X
X　X　　　X　X　　　X　X
X　X X　X XX　　XX　XX　XX
X　X
X　X
? X　X　　　　　X　X　　　X　X　　　　　X
X　X　　　　X　X　　　X　X　　　　X
?? X　X
X　X
XX　　XX　XX　XX
XX　　XX　XX　XX
X　X
X　X
X　X
X　X
X　X
X　X
XX　　XX　XX　XX
XX　　XX　XX　XX
XX　　XX　XX　XX
X　X X　X XX　　XX　XX　XX
　限界利益から管理可能費を控除して，　（短期）管理可能利益（controllable
profit）を算定する。管理可能利益は，各セグメントによって短期的に管理
可能な業績の評価基準である。
　管理可能利益から管理不能費を控除して，貢献利益（contribution　profit）
を算定する。貢献利益は，各セグメントを総合的に評価する場合の基準であ
る。
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　貢献利益から共通費と本社費を控除して，全体（純）利益（net　profit〉
を算定する。全体利益は，企業全体の最終的な業績を評価するための基準で
ある。
　共通費（common　cost）とは，2以上のセグメントに共通的に発生するも
ので，各セグメント別に直接把握計上することができない費用である。
　セグメント別計画を策定するには，事前に計画体系，計画期間，様式，処
理・手続基準を統一し，できる限り各セグメントの計画策定方法についても
統一しておいた方が便利であろう。
　セグメント別計画策定において，企業グループ全体と各セグメント間で著
しい不一致が生じた場合には，セグメント別戦略の見直しを求めることにな
る。
4　セグメント別予算
　セグメント別計画に基づいてセグメント別予算が策定される。企業グルー
プ全体予算と各セグメント別の予算との関連性，編成プロセスは，セグメン
ト別戦略・計画と同様の方法で考えられるので，図表8を参照すればある程
度は理解できるであろう。
　セグメント別予算は，セグメント別計画よりも更に具体的で，系統的な計
量化を試みる必要性がある。そこで，各セグメント別の損益予算，資金予算，
貸借対照表予算が作成される。実践の統制基準となるものであるから，年問
計，半年計だけでなく，月別に分割設定することが管理上必要である。月次
の相殺消去処理が手続上大変であれば，セグメント間取引が表示上把握でき
るようにする簡便法でも許容されるであろう。
　セグメント別計画よりも，表示項目をより詳細に設定し，日々の統制が可
能なように実践的に策定されなければならない。そして，セグメント別計画
の策定と同様に，事前に予算体系，予算期問，様式，処理・手続基準を統一
し，できる限り各セグメントの予算策定方法についても統一しておいた方が
便利であろう。
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　セグメント別予算策定において，企業グループ全体と各セグメント間で著
しい不一致が生じた場合には，セグメント別計画の見直しを求めることにな
る。以上のように，セグメント別戦略セグメント別計画，そしてセグメン
ト別予算は，S　P　Bシステムとして相互交流的に調和され，最終的には整合
されたセグメント別S　P　Bシステムが構築され，このようにして各セグメン
ト間の調和が達成される。これによってS　P　B　Sは，セグメント別の基本的
な管理手法として機能することができる。
　S　P　B　Sは，企業グループ全体の管理手法であり，かつ各セグメント別の
管理手法ともなる。すなわち，S　P　B　Sを構築することによって，各種の組
織形態の管理に応用可能となろう。
】V　結びに代えて
　戦略会計論（Strategy　Accounting）の中核をなすであろうS　P　B　Sのフレー
ムワークを考察する一貫として，本稿では主にセグメント別S　P　B　Sに関し
て論じてきた。
　最初に，外部報告と内部報告の関連性をより重視しなければならないこと
を指摘したい。セグメント情報制度化がセグメント別情報システムの見直し，
充実への重大なインパクトを及ぼしている。セグメント別S　P　B　Sを構築す
るにも，外部報告を十二分に意識して，できる限り同一的に情報作成が可能
なように配慮した方が便利であろう。そして最終的には，企業側からのより
積極的な情報開示ができるような環境造りもしていかなければならない。
　第二に，セグメント別S　P　B　Sにおいては，どのようにセグメンテーショ
ンをするかという重要課題がある。一般論として理論化するのは非常に難問
であり，それぞれの企業に最も適した方法を選択せざるをえないと思われる。
しかしながら，企業状況を各種の観点から整理し，ある程度の体系化，明確
化は可能であろう。
　第三に，営業費用をどのように配分するかという重要課題がある。できる
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限り，各セグメントに直課出来るような（共通費・本社費の個別費化）シス
テムを構築することである。配賦額の相対的割合が重要でなくなれば，配賦
しようが，配賦しなくてもほとんど影響が生じなくなる。配賦の妥当性を論
述するよりも，配賦額そのものを少なくするように工夫することも考えられ
る。
　最後に，セグメント別S　P　B　Sのフレームワークについては，企業グルー
プのS　P　B　Sと基本的に同一のパラダイム下にあることを論述した。図表7
のように，規模拡大，多角化，国際化等が進展することによって，企業グルー
プ全体と各メンバー企業を直接的に結びつけることが難しくなり，その中間
にセグメントを媒介として連鎖させることになる。企業グループ全体のS　P
B　Sが構築できるとセグメント別S　P　B　Sの構築もかなり容易になるであろ
うが，特に両者の統合，調整が最も時間のかかる，しかも多くのコンフリク
トが生じる困難なプロセスを伴う。そこで，公式，非公式の多くのコミュニ
ケーションを中心とした繰り返される一連の連鎖プロセスをできる限り整備
することが，肝要ではないだろうか。
　S　P　B　S構築の必要性と有用性は，かなりはっきりとしてきたが，より明
確に，より具体的に，しかもより論理的に検討することがまだ残されている。
　［注］
1）戦略・計画・予算に関しては，
　拙稿「戦略予算構想」『白鴎大学論集』白鴎大学，第5巻第1号，1990年7月，175
　－203頁参照。
2）セグメント別情報の制度化に関しては，
　柳隆次他著『セグメント情報開示の実務指針』商事法務研究会，1990年。
　監査法人トーマツ編『セグメント情報の会計実務　第2版』中央経済社，1992年参照。
3）諸外国等のセグメント別情報の制度化に関しては，
　末尾一秋編著『セグメント会計』同文舘，1987年。
　柳隆次他著前掲書。
　監査法人トーマツ編前掲書参照。
4）大蔵省は，1993年4月開始決算期から，所在地別損益の開示を義務づける方針を決め
　た。所在地別も「日本」「米国」「欧州」などに分ける可能性もある。
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　　　日本経済新聞1992年8月4日付参照。
5）企業会計審議会第一部会「セグメント情報の開示に関する意見書」1988年5月26日参
　　照。
6）1991年3月期決算上場企業に対する商事法務研究会のアンケート調査によれば，セグ
　　メントの決定要素としては，市場および販売方法の類似性を考慮した会社が36．2％と
　　最も多く，次いで使用目的の類似性28．4％，製造方法・製造過程の類似！1生20．5％，そ
　　の他14．9％の順となっている。このようにかなり総合的な観点からセグメントの決定
　　がなされているようである。
　　　伊藤邦雄他著　『セグメント情報の開示実態』商事法務研究会，1992年，154頁参
　　照。
7）新日本製鐡は，経営戦略上のグループ各社の位置づけを明確に再整理したうえで，今
　　後の複合経営の管理単位としての基盤を整備した。すなわち，「製鉄」「化学・非鉄
　　金属・セラミックス」「エンジニァリング」「エレクトロニクス・情報通信」「不動
　　産」「運輸」「サービス・その他」の7つのセグメントを設定し，これらを連結セグ
　　メント管理体系の基本ユニットとして明確に位置づけたものである。
　　　セグメント情報の開示においては，エレクトロニクス・情報通信，不動産，運輸，
　　サービス・その他を一括して「その他の事業」として公表している。
　　　中西隆夫稿「複合経営推進下における会計管理技法一新日鐡の実例」『企業会計』
　　中央経済社，1991年！1月号，54頁。
　　　第67期新日本製鐵営業報告参照。
　　　　　　管　理　単　位　　　　　　新中期総合計画　　　開示セグメント
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（94／3計画）
　　　1　製　鉄　　　　　　　　　　　　　　製鉄事業　　　　　　製鉄事業
　　　2　化学・非鉄金属・セラミックスー化学事業　　　　　　化学事業
　　　3　エンジニアリングーエンジニアリング事業一エンジニアリング事業
　　　4
　　　5　不動産　　　　　　　　　　　　　E　I・新素材事業一その他の事業
　　　6　運　輸
　　　7　サービス
8）セグメント別組織は一般的に縦割り組織であるため，重複投資などの問題点が最近指
　　摘され，必要に応じて横断的なプロジェクトチームや，総合的な関連統括部門を設置
　　する動向がみられる。このようにリストラによって，企業セグメントは大幅な見直し
　　をせまられている。
9）日本公認会計士協会「セグメント情報に関する会計手法について（中間報告）」1989
　　年11月7日及び同解説参照。
10）Financial　Accounting　Standar（is　Boards，　“Financial　Reporting　for　Segements　of　a
　　Businss　Enterprise，”Statement　of　Financial　Accounting　Standards　No．14，Dec．1976。
　　日本公認会計士協会国際委員会訳　『米国F　A　S　B財務会計基準書リース会計・セグ
トロークス・情報通信
一205一
紺野　　剛
　　メント会計他』同文舘，1985年参照。
11）西澤脩稿「社内分社制による本社・事業部門の利益管理」『企業会計』中央経済社，
　　1991年11月号，18－25頁参照。
12）西澤脩は，「本社の全社管理部門と事業部の管理部には，社内振替収益を計上する余
　　地はないので，原価中心点（cost　center）として原価管理を行うにとどめる。」と述
　　べている。
　　　西澤脩稿「社内会社制による部門管理」『企業会計』中央経済社，1989年5月号，
　　6－8頁。
13）共通費，本社費を各セグメントにできる限り直課するには，費用測定の初期段階で各
　　セグメントに割当てることも考えられる。これは，配賦かもしれないが，合計額を最
　　終的に各セグメントに割当てることとは区別されよう。広告費に関して簡単に説明し
　　てみよう。例えばA，B，Cセグメントに共通する広告費が発生した場合を考えてみ
　　る。共通広告費が各セグメントにどれだけの影響を及ぼすのかの割合等で負担させる
　　のである。企業全体の（企業イメージ向上）広告費が発生した場合には，発生段階で
　　例えば各セグメントの負担能力割合等で負担させる。本質的な配賦上の問題は内在し
　　ているが，最終的な業績結果に基づく恣意性は多少防げるのではないだろうか。
14）企業グループのS　P　Bに関しては，
　　拙稿「企業グループの戦略・計画・予算」『白鴎大学論集』白鴎大学，第6巻第2号，
　　1992年3月，157－182頁参照。
15）鹿島は1991年4月，従来の建設総事業本部のほかに設計・エンジニアリング総事業本
　　部，開発総事業本部，新事業開発本部を設置，それぞれ平等に位置付ける四本部制を
　　導入した。これを強化するために，1992年には4本部ごとの意思決定機関として「経
　　営会議」を設けた。各総事業本部が直接処理すべき案件については，経営判断に関与
　　する人員を絞り込み事業運営をスムーズにする。総事業本部の権限を拡大，独立性を
　　強めて将来の分社化の布石とする考えである。
　　　日経産業新聞1992年2月7日付。
16）企業グループ（全体）と各セグメント（個）の関連については，ホロニックマネジメ
　　ント思考が参考になるであろう。ギリシャ語のホロン（H　O　L　O　N）は「個」という
　　意味で，もともと肺とか，すい臓，肝臓という個々の機能を意味する生物用語である。
　　ホロース（H　O　L　O　S）は「全体」という意味で，個々の機能を連結させて一体とな
　　り，全体を統合させることを意味している。ホロンの形容詞である，「ホロニック」
　　は，個を尊重すると同時に，全体的な機能統合を達成しようとするものである。この
　　ように，企業グループと各セグメントの関連は，ホロニックとなることを理想とする
　　のである。これを達成する具体的な手法がS　P　B　Sにほかならない。各セグメントの
　　遠心力を尊重しながら，S　P　B　Sを中核として企業グループとしての求心力をも持続
　　させるのである。
17）通商産業省の答申によれば，事業部における売上高から変動費を差引き売上差益を求
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め，更に管理可能固定費を差引き管理可能利益を求め，更に事業部所属のその他の固
定費を差引き事業部利益を求め，更に事業部外の費用を差引き純利益を求める様式で
ある。
　通商産業省産業合理化審議会管理部会答申「事業部制による利益管理」1960年9月
参照。
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